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内閣府

政策統括官（政策調整担当）付

障害者施策担当

改正障害者差別解消法について



共生社会の実現に向けて

我が国では、
障害のある人もない人も、

互いにその人らしさを認め合い、
共に生きる社会（共生社会）を

目指しています。

１ - （ １ ）



共生社会の実現に向けて

１ - （ ２ ）

社会モデル

障害の「社会モデル」：

障 害 の あ る 人 が 日 常 生 活 等 で 受 け
る 様 々 な 「 制 限 」 は 、 社 会 の 側 に
様 々 な 障 壁 （ バ リ ア ） が あ る こ と に
よって生じるものという考え方



共生社会の実現に向けて

１ - （ ３ ）

社会モデル
• 階段しかないので、
 2階には上がれない
⇒「障害」がある

• エレベーターがあれば、
 2階へ上がれる
⇒「障害」がなくなった



共生社会の実現に向けて

１ - （ ４ ）

社会モデル
• 車椅子の方は何も変わっていない
• 変わったのは、
あくまでも周囲の環境

「 社 会 モ デ ル 」 の 考 え 方 に 基 づ け ば
「階段」という障壁（バリア）があるこ
と で 車 椅 子 の 方 に 「 障 害 」 が 生 じ て
いることになる



共生社会の実現に向けて

障害者差別解消法

不当な差別的
取扱いの禁止

合理的配慮の
提供

障 害 の あ る 人 の 活 動 や 社 会 へ の 参 加 を
制 限 し て い る 様 々 な 障 壁 （ バ リ ア ） を 取
り 除 く こ と で 、 障 害 の あ る 人 も な い 人

も 分 け へ だ て な く 活 動 で き る
「共生社会」の実現へ ！ １ - ( ５ )



障害者差別解消法の対象

分野

教育、医療、福祉、公共交通等、
 日常生活及び社会生活に係る分野
が広く対象となる

※ 雇 用 の 分 野 に つ い て は 、 障 害 者 の
雇用の促進等に関する法律
（ 昭 和 35 年 法 律 第 123 号 ） の 定 め
るところによる

２ - （ １ ）



障害者差別解消法の対象

身 体 障 害 、 知 的 障 害 、 精 神 障 害 （ 発 達
障 害 や 高 次 脳 機 能 障 害 の あ る 人 も 含 む ）
そ の 他 心 身 の 機 能 の 障 害 （ 難 病 等 に 起 因
す る 障 害 も 含 む ） が あ る 者 で あ っ て 、障害
や社会的障壁によって、継続的に日常生
活や社会生活に相当な制限を受けている
もの
※ 障 害 者 手 帳 を 持 っ て い る 人 に 限 ら な い

障害者

２ - （ ２ ）



障害者差別解消法の対象

事業者
商業その他の事業を行う企業や
 団体等であり、同種の行為を反復
継続する意思をもって行うもの
目的の営利・非営利、個人・法人の
別を問わない（※個人事業主やボ
ランティア活動をするグループなど
も含まれる）
対面やオンラインなどサービス等
の提供形態の別も問わない。

２ - （ ３ ）



「不当な差別的取扱い」とは

第８条 事業者は、その事業を行
うに当たり、

障害を理由として（①）、障害者
でない者と不当な差別的取扱い
をすることにより（②）、

障害者の権利利益を侵害しては
ならない。

２（略）

３ - （ １ ）



「不当な差別的取扱い」とは

●  障害を理由として、財 ・ サ ー ビ ス 、

 各 種 機 会 の 提 供 を 拒 否 し た り 、

 そ れ ら を 提 供 す る に 当 た っ て 場 所 ・

 時 間 帯 等 を 制 限 し た り す る な ど 、

 正当な理由なく障害のない人と異な   

 る取扱いを す る こ と に よ り 障 害

 の あ る 人 を 不 利 に 扱 う こ と を 禁 止 。

３ - （ ２ ）



「不当な差別的取扱い」とは

●  車 椅 子 、 補 助 犬 そ の 他 の 支 援 機 器 等

 の 利 用 や 介 助 者 の 付 添 い 等 の

 社会的障壁を解消するための手段の

 利用等を理由として行 わ れ る 不 当 な

 差 別 的 取 扱 い も 、障害を理由とする

 不当な差 別 的 取 扱 い に 該 当 す る 。

３ - （ ３ ）



「不当な差別的取扱い」とは

障 害 者 向 け の 物 件 は な い と 言 っ て
対 応 し な い

保 護 者 や 介 助 者 が い な け れ ば 入 店 を 断 る

具体例
１

２

３ - （ ４ ）



「不当な差別的取扱い」とは

障 害 を 理 由 と し て 、 障 害 者 に 対 し て
一 律 に 接 遇 の 質 を 下 げ る

３

３ - （ ５ ）

具体例



障 害 の あ る 人 に 対 す る 障 害 を 理 由 と
し た 異 な る 取 扱 い に 「正当な理由」が
ある場合、 す な わ ち

①  その行為が客観的に見て正当な
目的の下に行われたもので あ り 、

②  その目的に照らしてやむを得ない
   と 言 え る
も の は 「 不 当 な 差 別 的 取 扱 い 」 に は  
な ら な い

４ - （ １ ）

「正当な理由がある場合」とは



「 正 当 な 理 由 」 に 相 当 す る か 否 か
に つ い て は 、個別の事案ごとに

• 障害者、事業者、第三者の権利利益
例 ：安全の確保、財産の保全、

事業の目的・内容・機能の維持、
損害発生の防止等か ら 、
具体的場面や状況に応じて
総合的・客観的に判断する
必要が あ る

４ - （ ２ ）

「正当な理由がある場合」とは



「 正 当 な 理 由 が あ る 」 場 合 の 判 断 は 、

個 別 の ケ ー ス ご と に 行 う こ とが 重 要

４ - （ ３ ）

「正当な理由がある場合」とは



４ - （ ４ ）

「正当な理由がある場合」とは

● 「 過 去 に 同 じ よ う な こ と が あ っ た

か ら 」 「 世 間 一 般 に は そ う 思 わ れ て

い る か ら 」 と い っ た 理 由 で 、一律に
判断を行うことは、正当な理由がある
場合には該当しない

障害のある人に対し、個別の事情

や、どういう配慮が必要か等の

確認を行うことが有効



不当な差別的取扱いに該当する例

５ - （ １ ）

 正当な理由がなく、不当な差別的

取扱いに該当すると考えられる例

としては以下のようなもの  

が考えられる。



正当な理由がなく、不当な差別的取扱に

該当すると考えられる例

 障害の種類や程度、サービス提
供の場面における本人や第三者の
安全性などについて考慮すること
なく、漠然とした安全上の問題を
理由に施設利用を拒否すること。

５ - （ ２ ）



 業務の遂行に支障がないにも
かかわらず、障害者でない者とは
異なる場所での対応を行うこと。

 障害があることを理由として、
障害者に対して、言葉遣いや接客
の態度など一律に接遇の質を下げ
ること。

５ - ( ３ )

正当な理由がなく、不当な差別的取扱に

該当すると考えられる例



 障害があることを理由として、
具体的場面や状況に応じた検討を
行うことなく、障害者に対し一律に
保護者や支援者・介助者の同伴を
サービスの利用条件とすること
（障害のない者には付さない条件
を付すこと）。

５ - （ ４ ）

正当な理由がなく、不当な差別的取扱に

該当すると考えられる例



※上記内容はあくまでも例示であり、
不当な差別的取扱いに該当するか
否かについては、個別の事案ごと
に判断することが必要であること
に留意

５ - （ ５ ）

正当な理由がなく、不当な差別的取扱に

該当すると考えられる例



 正当な理由があり不当な差別的

  取扱いに該当しないと考えられる
例としては以下のようなものが
考えられる。

６ - ( １ )

不当な差別的取扱いに該当しない例



正当な理由があるため、不当な差別的
取扱いに該当しないと考えられる例

 実習を伴う講座において、実習に
必要な作業の遂行上具体的な 危
険の発生が見込まれる障害特性の
ある障害者に対し、当該実習とは
別の実習を設定すること。 （障害
者本人の安全確保の観点）

６ - ( ２ )



 飲食店において、車椅子の利用者
が畳敷きの個室を希望した際に、敷
物を敷く等、畳を保護するための対
応を行うこと。

（事業者の損害発生の防止の観点）

６ - ( ３ )

正当な理由があるため、不当な差別的
取扱いに該当しないと考えられる例



 銀行において口座開設等の手続を
行うため、預金者となる障害者本人に
同行した者が代筆をしようとした際に、
必要な範囲で、プライバシーに配慮し
つつ、障害者本人に対し障害の状況
や本人の取引意思等を確認すること。

(障害者本人の財産の保全の観点 )

６ - ( ４ )

正当な理由があるため、不当な差別的
取扱いに該当しないと考えられる例



６ - ( ５ )

 電 動 車 椅 子 の 利 用 者 に 対 し て 、 通 常
よ り も 搭 乗 手 続 や 保 安 検 査 に 時 間 を
要 す る こ と か ら 、 十 分 な 研 修 を 受 け た
ス タ ッ フ の 配 置 や 関 係 者 間 の 情 報 共 有
に よ り 所 要 時 間 の 短 縮 を 図 っ た 上 で
必 要 最 小 限 の 時 間 を 説 明 す る と と も
に 、 搭 乗 に 間 に 合 う 時 間 に 空 港 に 来 て
も ら う よ う 依 頼 す る こ と 。 （事 業 の 目
的 ・ 内 容 ・ 機 能 の 維 持 の 観 点）

正当な理由があるため、不当な差別的
取扱いに該当しないと考えられる例



※ 上記内容はあくまでも例示であり
不当な差別的取扱いに該当するか

 否かについては、個別の事案ごと
 に判断することが必要。

６ - （ ６ ）

正当な理由があるため、不当な差別的
取扱いに該当しないと考えられる例



（法改正後）

第８条 (略）

２  事業者は、その事業を行うに

   当たり、障害者から現に社会的

障壁の除去を必要としている旨  

の意思の表明があった場合 (① )

 において、その実施に伴う負担

が過重でないとき (② )は、

「合理的配慮の提供」  とは  

７ - （ １ ）



（法改正後）

障害者の権利利益を侵害することと

ならないよう、当該障害者の性別、年
齢及び障害の状態に応じて、社会的
障壁の除去について必要かつ合理的
な配慮 (③ )をしなければならない

※令和６年４月１日以降の条文

「合理的配慮の提供」  とは  

７ - （ ２ ）



○  社会的な規範としての確立が図ら
れることで、合理的配慮の必要性が
社会全体で強く認識されるようにな
る。

「合理的配慮の提供」  とは  

７ - （ ３ ）

※ 義務化によって変わること・
変わらないこと



○  障害者からの意思の表明が
あった場合に、事業者は、過重な
負担のない範囲でどのような対応
ができるかについて、
真摯に検討することが求められるこ
ととなる。

「合理的配慮の提供」  とは  

７ - （ ４ ）



○  一 方 で 、 合 理 的 配 慮 の 内 容 自 体 が こ
れ ま で よ り も 引 き 上 げ ら れ る も の で は な
い 。

「合理的配慮の提供」  とは  

７ - （ ５ ）

「どのようにしたら、障害のある人が、事
業者が行う財・サービスや各種機会等の
提供を受けるために、障害となっている
社会的障壁を除去することができるか」
について、個別の事案ごとに必要な対応
を検討し て い く こ と が 求 め ら れ る 。



（法改正後）

第８条 (略）

２  事業者は、その事業を行うに当た
り、障害者から現に社会的障壁の除
去を必要としている旨の意思の表明
があった場合（①）において、その実
施に伴う負担が過重でないとき（②）
は、

「合理的配慮の提供」  とは  

８ - （ １ ）



（法改正後）

障害者の権利利益を侵害することと
ならないよう、当該障害者の性別、年
齢及び障害の状態に応じて、社会的
障壁の除去について必要かつ合理的
な配慮（③）をしなければならない。

「合理的配慮の提供」  とは  

８ - （ ２ ）



「合理的配慮の提供」  とは  

 合理的配慮の提供は、障害者から「
社会的障壁の除去を必要として
います」という

意思の表明があった場合に行う。

８ - （ ３ ）



「合理的配慮の提供」  とは  

① 社会に
おける事物

通行・利用しにくい施
設、設備など

② 制 度 利用しにくい制度など

③ 慣行
障害のある方の存在を
意識していない慣習、
文化など

④ 観念
障害のある方への偏見
など

社
会
的
障
壁
の
例

８ - （ ４ ）



•  意思の表明とは

言語（手話を含む）、点字、筆談

、実物の提示、身振りサイン、触

覚による意思伝達等、

障害者が他人と

コミュニケーションを図る際に

必要な手段（通訳を介するものを

含む。）により伝えられる。
８ - （ ５ ）

「合理的配慮の提供」  とは  



※ 障害の特性等により本人の意思

表明が困難な場合には、障害者

の家族、介助者等コミュニケー

ションを支援する者が本人を

補佐して行う意思の表明も含む。

８ - （ ６ ）

「合理的配慮の提供」  とは  



 意 思 の 表 明 が 困 難 な 障 害 者 が 、
介 助 者 等 を 伴 っ て い な い 場 合 な ど 、  

意 思 の 表 明 が な い 場 合 で あ っ て も 、

当 該 障 害 者 が 社 会 的 障 壁 の 除 去 を
必 要 と し て い る こ と が 明 ら か な
場 合 に は 、 法 の 趣 旨 に 鑑 み 配 慮 を
提 案 す る た め に 、 建 設 的 対 話 を
働 き か け る と い っ た 自 主 的 な 取 組 に
努 め るこ と が 望 ま し い 。

８ - （ ７ ）

「合理的配慮の提供」  とは  



「合理的配慮の提供」  とは

（法改正後）

第８条 (略）

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、

障害者から現に社会的障壁の除去を必要
としている旨の意思の表明があった場合（
①）において、その実施に伴う負担が過重
でないとき（②）は、障害者の権利利益を侵
害することとならないよう、

９ - （ １ ）



「合理的配慮の提供」  とは

当該障害者の性別、年齢及び障害の
状態に応じて、社会的障壁の除去に
ついて必要かつ合理的な配慮（③）

をしなければならない。

９ - （ ２ ）



「合理的配慮の提供」  とは

９ - （ ３ ）

● 合理的配慮は、個々の場面で、

障害のある人が、障害のない人と

同等に財・サービスや各種機会等

の提供を受けることができるよう、
問題となっている「社会的障壁」を除
去するために行う対応。



「合理的配慮の提供」  とは

９ - （ ４ ）

●  法律上、事業者に求められる

「必要かつ合理的配慮」については     

事業の目的・内容・機能に照らし、

以下の３つを満たすものであること

に留意が必要。



「合理的配慮の提供」  とは

(a)必要とされる範囲で本来の業務に付随  

するものに限られること

(b)障害者でない者との比較において

同等の機会の提供を受けるためのもの

であること

(c)事務・事業の目的・内容・機能の本質

的な変更には及ばないこと

９ - （ ５ ）
個々の事案ごとに判断



「合理的配慮の提供」  とは

９ - （ ６ ）

● さらに、合理的配慮は、

障害特性・具体的場面等に

加えて、性別・年齢にも

配慮することに留意



「合理的配慮の提供」  とは

（法改正後）

第８条 (略）

２  事業者は、その事業を行うに

当たり、障害者から現に社会的

障壁の除去を必要としている旨の

意思の表明があった場合（①）に

おいて、その実施に伴う負担が

過重でないとき（②）は、
１０ - （１）



「合理的配慮の提供」  とは

（法改正後）

障害者の権利利益を侵害すること

とならないよう、当該障害者の

性別、年齢及び障害の状態に

応じて、社会的障壁の除去に

ついて必要かつ合理的な配慮

（③）をしなければならない。

１ ０ - （ ２ ）



１ ０ - （ ３ ）

「合理的配慮の提供」  とは

「過重な負担」の有無については

個別の事案ごとに、以下の要素

等を考慮し、具体的場面や状況

に応じて総合的・客観的に判断

することが必要

(a)事務・事業への影響の程度

（事務・事業の目的・内容・

機能を損なうか否か）



１ ０ - （ ４ ）

「合理的配慮の提供」  とは

(b)  実現可能性の程度 （物理的・

技術的制約、人的・体制上の

制約）

(c)  費用・負担の程度

(d)  事務・事業規模

(e)  財政・財務状況

個々の事案・事業者ごとに異なる



１ ０ - （ ５ ）

「合理的配慮の提供」  とは

・ 「過重な負担」に該当すると判断

した場合には、丁寧にその理由を

説明し、理解を得るよう努めること

が望ましい。

・さらに、その際には、建設的対話を
通じて相互理解を図り、代替措置の
選択も含めた対応を柔軟に検討する
ことが求められる。



「建設的対話」  とは

（改定基本方針）

建設的対話に当たっては、障害者
にとっての社会的障壁を除去するた
めの必要かつ実現可能な対応案を障
害者と行政機関等・事業者が共に考
えていくために、双方がお互いの状
況の理解に努めることが重要である

１ １ - （ １ ）



「建設的対話」  とは

例えば、障害者本人が社会的障壁の
除去のために普段講じている対策や
行政機関等や事業者が対応可能な取
り組み等を対話の中で共有する等、
建設的対話を通じて相互理解を深め
様々な対応策を柔軟に検討していく
ことが円滑な対応に資すると考えら
れる。

１ １ - （ ２ ）



「建設的対話」  とは

障害者からの申し出への対応が
難しい場合でも、建設的対話と
相互理解を深めることで、

目的に応じた代替手段をみつけ
ることが可能となる。

１ １ - （ ３ ）



「建設的対話」  とは

建設的対話の例 障害者の保護者
（発達障害）

う ち の こ ど も は 特 定 の 音 に
対 す る 聴 覚 過 敏 が あ り 、
飛 行 機 の 音 が 聞 こ え る と
興 奮 し て 習 い 事 に 集 中 で き な
く な っ て し ま う の で 、」
飛 行 機 の 音 が 聞 こ え な い よ う
に 、 教 室 の 窓 を 防 音 窓 に し て も
ら う こ と は で き ま す か ？

１ １ - （ ４ ）



「建設的対話」  とは

１ １ - （ ５ ）

防 音 窓 の 設 置 に は 工 事 も 必 要 だ
し 、 す ぐ に 対 応 す る こ と は 難 し い
な 。 障 害 の あ る お 子 さ ん が 習 い
事 に 集 中 で き る よ う 、 他 に 、 飛 行
機 の 音 を 聞 こ え な く す る
よ う な 工 夫 は あ る だ ろ う か ？

事業者(習い事教室)



「建設的対話」  とは

１ １ - （ ６ ）

事業者(習い事教室)

防 音 窓 を す ぐ に 設 置 す る こ と
は 難 し い の で 、 お 子 さ ん が 習
い 事 に 集 中 で き る よ う 、 一 緒
に 他 の 方 法 を 考 え ま し ょ う 。
お 子 さ ん は 、 普 段 、 飛 行 機 の
音 が 聞 こ え な い よ う に 、 ど の
よ う な 対 応 を し て い る の で す
か ？



「建設的対話」  とは

家 で は イ ヤ ー マ フ を 着 用
す る こ と が あ る の で す が 、
習 い 事 で は 音 声 教 材 等 を
利 用 す る こ と も あ る の で
着 用 さ せ て い ま せ ん で し た 。
着 用 の 際 に は 声 掛 け や 手 伝
い が 必 要 な の で 、 習 い 事 で
イ ヤ ー マ フ を 使 う と 先 生 に
ご 迷 惑 で は な い で し ょ う か

１ １ - （ ７ ）

障害者の
保護者

（発達障害）



「建設的対話」  とは

１ １ - （ ８ ）

事業者(習い事教室)

飛 行 機 が 通 過 す る 時 間 帯 は
大 体 決 ま っ て い る の で 、
そ の 際 に は 、 先 生 が イ ヤ ー マ
フ の 着 用 の 声 掛 け や
お 手 伝 い を し ま す 。 ま た 、
音 声 教 材 の 使 用 タ イ ミ ン グ に
つ い て も 配 慮 を 行 う こ と が で
き ま す 。



「建設的対話」  とは

わ か り ま し た 。
こ ど も に イ ヤ ー マ フ を
持 っ て い か せ 、
先 生 が お 手 伝 い し て く
れ る か ら ね 、 と 言 っ て お
き ま す 。

１ １ - （ ９ ）

障害者の
保護者

（発達障害）



「合理的配慮の提供」に関する例

合理的配慮の提供義務違反に該当
すると考えられる例としては以下の
ようなものが考えられる。

１ ２ - ( １ )



試験を受ける際に、筆記が困難な
ためデジタル機器の使用を求める
申出があった場合に、前例がないこ
とを理由に必要な調整をせずに一
律に対応を断ること。

合理的配慮の提供義務違反に

該当すると考えられる例

１ ２ - ( ２ )



イ ベ ン ト 会 場 内 の 移 動 に 際 し て 支 援 を
求 め る 申 出 が あ っ た 場 合 に 、 「何 か あ っ
た ら 困 る」 と い う抽 象 的 な 理 由 で 具 体
的 な 支 援 の 可 能 性 を 検 討 せ ず、 支 援 を
断 る こ と 。

１ ２ - ( ３ )

合理的配慮の提供義務違反に

該当すると考えられる例



電 話 利 用 が 困 難 な 障 害 者 か ら 電 話 以 外
の 手 段 に よ り 各 種 手 続 が 行 え る よ う 対
応 を 求 め ら れ た 場 合 に 、自 社 マ ニ ュ ア ル
上 、 当 該 手 続 は 利 用 者 本 人 に よ る 電 話
の み で 手 続 可 能 と す る こ と と さ れ て い
る こ と を 理 由 と し て 、 メ ー ル や 電 話 リ
レ ー サ ー ビ ス を 介 し た 電 話 等 の 代 替 措
置 を 検 討 せ ず に 対 応 を 断 る こ と 。

１ ２ - ( ４ )

合理的配慮の提供義務違反に

該当すると考えられる例



自 由 席 で の 開 催 を 予 定 し て い る セ ミ
ナ ー に お い て 、 弱 視 の 障 害 者 か ら ス ク
リ ー ン や 板 書 等 が よ く 見 え る 席 で の セ
ミ ナ ー 受 講 を 希 望 す る 申 出 が あ っ た 場
合 に 、 事 前 の 座 席 確 保 な ど の 対 応 を 検
討 せ ず に 「 特 別 扱 い は で き な い」 と い う
理 由 で 対 応 を 断 る こ と 。

１ ２ - ( ５ )

合理的配慮の提供義務違反に

該当すると考えられる例



※上記内容はあくまでも例示であり、
合理的配慮の提供義務違反に該当
するか否かについては、個別の事案
ごとに判断することが必要

１ ２ - ( ６ )

合理的配慮の提供義務違反に

該当すると考えられる例



合理的配慮の提供義務違反に該当
しないと考えられる例としては以下
のようなものが考えられる。

１ ３ - ( １ )

「合理的配慮の提供」に関する例



飲 食 店 に お い て 、 食 事 介 助 等 を 求 め ら
れ た 場 合 に 、 当 該 飲 食 店 が 当 該 業 務 を
事 業 の 一 環 と し て 行 っ て い な い こ と か
ら 、 そ の 提 供 を 断 る こ と 。 （必 要 と さ れ
る 範 囲 で 本 来 の 業 務 に 付 随 す る も の に
限 ら れ るこ と の 観 点 ）

１ ３ - ( ２ )

合理的配慮の提供義務違反に

該当しないと考えられる例



抽 選 販 売 を 行 っ て い る 限 定 商 品 に つ
い て 、 抽 選 申 込 み の 手 続 を 行 う こ と が
困 難 で あ る こ と を 理 由 に 、 当 該 商 品 を
あ ら か じ め 別 途 確 保 し て お く よ う 求 め
ら れ た 場 合 に 、 当 該 対 応 を 断 る こ と 。
（障 害 者 で な い 者 と の 比 較 に お い て 同
等 の 機 会 の 提 供 を 受 け る た め の も ので
あ る こ と の 観 点 ）

１ ３ - ( ３ )

合理的配慮の提供義務違反に

該当しないと考えられる例



オ ン ラ イ ン 講 座 の 配 信 の み を 行 っ て い る 事
業 者 が 、 オ ン ラ イ ン で の 集 団 受 講 で は 内 容 の
理 解 が 難 し い こ と を 理 由 に 対 面 で の 個 別 指
導 を 求 め ら れ た 場 合 に 、 当 該 対 応 は そ の 事
業 の 目 的 ・ 内 容 と は 異 な る も の で あ り 、 対 面
で の 個 別 指 導 を 可 能 と す る 人 的 体 制 ・ 設 備
も 有 し て い な い た め 、 当 該 対 応 を 断 る こ と 。
（ 事 務 ・ 事 業 の 目 的 ・ 内 容 ・ 機 能 の 本 質 的 な
変 更 に は 及 ば な い こ と の 観 点 ）

１ ３ - ( ４ )

合理的配慮の提供義務違反に

該当しないと考えられる例



小 売 店 に お い て 、 混 雑 時 に 視 覚 障 害 者
か ら 店 員 に 対 し 、 店 内 を 付 き 添 っ て 買
物 の 補 助 を 求 め ら れ た 場 合 に 、 混 雑 時
の た め 付 添 い は で き な い が 、 店 員 が 買
物 リ ス ト を 書 き 留 め て 商 品 を 準 備 す る
こ と が で き る 旨 を 提 案 す る こ と 。 （過 重
な 負 担 （ 人 的 ・ 体 制 上 の 制 約 ）の 観 点 ）

１ ３ - ( ５ )

合理的配慮の提供義務違反に

該当しないと考えられる例



※上記内容はあくまでも例示であり、
合理的配慮の提供義務違反に該当す
るか否かについては、個別の事案ご
とに判断することが必要

１ ３ - ( ６ )

合理的配慮の提供義務違反に

該当しないと考えられる例



「環境の整備」

第 ５ 条 行 政 機 関 等 及 び 事 業 者 は 、社会
的障壁の除去の実施について必要かつ
合理的な配慮を的確に行うため、 自 ら 設
置 す る 施 設 の 構 造 の 改 善 及 び 設 備 の 整
備 、 関 係 職 員 に 対 す る 研 修その他の必要
な環境の整備に努めなければならない。

１ ４ - ( １ )



「環境の整備」の例
(不特定多数の障害者が主な対象 )

携 帯 ス ロ ー プ を 購 入 す る

施 設 を バ リ ア フ リ ー 化 す る

社 員 対 応 マ ニ ュ ア ル 整 備 ･
研 修 を 実 施 す る

ア ク セ シ ビ リ テ ィ を 担 保 し た
ウ ェ ブ サ イ ト 等 を 作 成 す る

「環境の整備」

１ ４ - ( ２ )



「合理的配慮」の例
(個々の場面における個々の障害者が対象)

段差があった場合、携帯スロープを架ける

(個々の配慮をせずとも、障害者が利用可能)

マニュアル等に基づき、
的確に合理的配慮を行う

(個々の配慮をせずとも、障害者が利用可能)

「環境の整備」

１ ４ - ( ３ )



他の障害者等への波及効果について

も考慮した環境の整備を 行 う こ と や 、

相 談 ・ 紛 争 事 案 を 事 前 に 防 止 す る 観 点

か ら 、合理的配慮の提供に関する相談

対応等を契機に、内部規則やマニュア

ル等の改正等の 環 境 の 整 備 を 図 る こ

と は 有 効

留意事項

「環境の整備」

１ ４ - ( ４ )



「環境の整備」には、職員に対する研修等のソ

フト面の対応も含まれる     

留意事項

「環境の整備」

１ ４ - ( ５ )



「環境の整備」

環境の整備
行 政 機 関 等 、 事 業 者 に
よ る 事 前 的 改 善 措 置

Ａ
さ
ん
へ
の

合
理
的
配
慮

Ｂ
さ
ん
へ
の

合
理
的
配

合理的配慮を
的確に行うため
の環境の整備

個々の場面での
合理的配慮

過重な負担のない
範囲で必要かつ
合理的な配慮

１ ４ - ( ６ )



研修・啓発

共 生 社 会 を 実 現 す る た め に は 障 害 を 理
由 と す る 差 別 は 解 消 さ れ な け れ ば な ら
な い こ と 、 障 害 を 理 由 と す る 差 別 が 、本
人のみならず、その家族等にも深い影
響を及ぼすこ と 、 障 害 を 理 由 と す る 差
別 の 解 消 の た め の 取 組 は 、障害者のみ
ならず、全ての国民にとっての共生社
会の実現に資するものであることに つ
い て の 理 解 を 深 め て い た だ く こ と が 重
要 。

１ ５ - ( １ )



研修・啓発

事 業 者 に お い て は 、 障 害 者 に 対 し て 適
切 に 対 応 し、 ま た 、 障 害 者 等 か ら の 相
談 に 的 確 に 対 応 す る た め に 、 法 令 や 障
害 に 関 す る 理 解 を 促 進 す る こ と が 重
要 。

  研 修 等 を 通 じ て 法 、 基 本 方 針 、

  対 応 指 針 、 障 害 特 性 に 関 す る

  理 解 を 促 進

１ ５ - ( ２ )



研修・啓発

☆内閣府では、事業者の方等に参照
していただくことを目的としたウェ
ブサイトや各種資料等を作成して
います。研修等の実施に当たって
はぜひ御活用ください！

１ ５ - ( ３ )



事業者における相談体制の整備

障 害 者 等 か ら 相 談 を 受 け た と き に 対 応  
す る 相 談 窓 口 を 事 前 に 決 め て お き 、組 織
的 な 対 応 が で き る よ う 備 え て お く こ と が
重 要

相 談 窓 口 の 整 備 に 当 た っ て は 、 窓 口 の
開 設 に 加 え 、 既 存 の 顧 客 相 談 窓 口 の 活
用 や 、 相 談 対 応 を 行 う 担 当 者 を あ ら か じ
め 定 め て お く と い っ た 対 応 が 考 え ら れ る

１ ６ - ( １ )



事業者における相談体制の整備

相 談 窓 口 の 周 知 を 図 る と と も に 、 相 談
受 付 時 に は 、 対 面 の ほ か 、 電 話 、 F A X 、
電 子 メ ー ル な ど に よ る 相 談 も 行 っ た り 、
相 談 者 の 障 害 特 性 に 応 じ て 可 能 な 範 囲
で 多 様 な コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 手 段 を 用 意
し て対 応 す る こ と が 望 ま し い

１ ６ - ( ２ )



事業者における相談体制の整備

実 際 の 相 談 事 例 に つ い て は、 相 談 者 の
プ ラ イ バ シ ー に 配 慮 し つ つ 蓄 積 し 、以 後
の 合 理 的 配 慮 の 提 供 等 に 活 用 し た り、 マ
ニ ュ ア ル 等 の 見 直 し に 活 用す る こ と も 考
え ら れ る

１ ６ - ( ３ )



「障害を理由とする差別の解消の推進
に関する法律の一部を改正する法律」の

施行までの対応事項（想定）

○ 基本方針の改定

障害者政策委員会で議論された

基本方針改定案を基に基本方針を改定
（令和５年 ３月１４日閣議決定）

１ ７ - （ １ ）



「障害を理由とする差別の解消の推進に
関する法律の一部を改正する法律」の

施行までの対応事項（想定）

○ 事業者向け対応指針の改定

改定後の基本方針を基に、事業者の
事業を所管する各主務大臣において、
関係者の意見を聴いた上で、事業者向
け対応指針を改定

１ ７ - （ ２ ）



「障害を理由とする差別の解消の推進に
関する法律の一部を改正する法律」の

施行までの対応事項（想定）

１ ７ - （ ３ ）

○ 国・地方公共団体における相談

体制の整備

  改定後の基本方針を踏まえ、

各地方公共団体等において

相談体制の整備等を実施



「障害を理由とする差別の解消の推進に
関する法律の一部を改正する法律」の

施行までの対応事項（想定）

施行期日 ： 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日

１ ７ - （ ４ ）

○ 国民全体への周知啓発

障害者、事業者を含む

国民全体への周知啓発



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進 相談対応ケーススタディ集

 内閣府では令和４年度調査研究事

業において、有識者等による検討会
での議論の下、国や地方公共団体の
相談窓口等担当者が相談対応業務を
行うに当たり、障害者差別解消法や
基本方針に沿った事案の分析・対応
の検討を行う際の参考資料として

（次ページつづく）→ １ ８ - （ １ ）



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進 相談対応ケーススタディ集

←（前ページつづき）

令和４年度に

「相談対応ケース

スタディ集」

を作成。

１ ８ - （ ２ ）



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進 相談対応ケーススタディ集

 本ケーススタディ集では、

「不当な差別的取扱い」及び

「合理的配慮の提供」の法定判断

の検討プロセスをフロー形式で

示しつつ、法の考え方等を解説。     

（→次ページつづく）

１ ８ - （ ３ ）



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進 相談対応ケーススタディ集

（←前ページつづき）

あわせて、具体的なケースを10件
（いずれも架空の場面設定）用意し
、各ケースをフローに沿って

検討・解説を行っている。

１ ８ - （ ４ ）



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進 相談対応ケーススタディ集

 相談窓口等担当者だけでなく、

障害者や事業者が法の考え方の

 理解を深めるための参考資料と

しても活用可能。

【ケーススタディ集】
https : / /www8.cao .go . jp/s
houga i /su ish in/ j i re i /case
-study .html １ ８ - （ ５ ）



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進 相談対応ケーススタディ集

ケーススタディ集の構成
I .  は じ め に
I I . 本 ケ ー ス ス タ デ ィ 集 の 構 成 ・ 活 用 方 法
I I I . 障 害 者 差 別 解 消 法 に つ い て
•  法 制 定 の 背 景 ・ 経 過 及 び 概 要
• 「 不 当 な 差 別 的 取 扱 い 」
 「 合 理 的 配 慮 の 提 供 」 の 法 的 判 断 の   
検 討 プ ロ セ ス

１ ８ - （ ６ ）



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進 相談対応ケーススタディ集

IV .ケーススタディ
• 「不当な差別的取扱い」ケース
• 「合理的配慮の提供」ケース
• 「不当な差別的取扱い」
 「合理的配慮の提供」

複合ケース
V.相談対応事例インタビュー
VI .参考資料 １ ８ - （ ７ ）



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進 相談対応ケーススタディ集

１ ８ - （ ８ ）

▲ 「 不 当 な 差 別 的 取 扱 い 」 「 合 理 的 配 慮 の
提 供 」 法 的 判 断 の 検 討 プ ロ セ ス フ ロ ー



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料

１ ９ - （ １ ）

 障害者の差別解消に向けた
  理解促進ポータルサイト

https : / /shouga isha-
sabetuka ishou .go . jp
/



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料

１ ９ - （ ２ ）



 障害者差別解消に関する

  事例データベース

https : / / j i re idb .shouga is
ha-sabetuka ishou .go . jp

→（次ページつづく）

参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料

• 行 政 機 関 等 や 事 業 者 が 障 害 者 に 対 し 行
う こ と と さ れ る 「 合 理 的 配 慮 の 提 供 」 や
「 不 当 な 差 別 的 取 扱 い の 禁 止 」 な ど 、

１ ９ - （ ３ ）



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料

１ ９ - （ ４ ）

障害者差別解消法に定められている
事項について解説したポータルサイ
トを令和４年３月に公開。
令和５年５月には同サイト上で参考
事例を障害種別等で検索できる
「障害者差別解消に関する事例デー
タベース」も公開。

←（前ページつづき）



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料

１ ９ - （ ５ ）



https : / /www8.cao .go . jp/
shouga i /su ish in/ j i re i /ex
ample .html

参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料

１ ９ - （ ６ ）

•  関係省庁や地方公共団体等から
収集した事例等を基に障害種別や
場面ごとに整理した事例集を、
令和５年４月に改訂。

 合理的配慮の提供等事例集



１ ９ - （ ７ ）

参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料

１ ９ - （ ８ ）
→（次ページつづく）

 事業分野相談窓口
（対応指針関係）

https : / /www8.cao .go . jp/s
houga i /su ish in/sabeka i /p
df/soudan/ta iou _sh ish in .
pdf



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料

１ ９ - （ ９ ）

→（前ページつづき）

•  各主務大臣が所掌する分野及び
当該分野に対応する相談窓口を
整理した相談窓口一覧表を
令和５年５月に公開。



参考：障害を理由とする差別の解消の
推進に関するその他の参考資料

１ ９ - （ １ ０ ）



大活字版

本事業の相談窓口は、
障害者差別解消法に関するご相談を
適切な相談機関と調整し、取り次ぎします。

●障害を理由とする差別に関する試行相談窓口
試行期間：2023年10月16日～2025年3月下旬
連絡先
電話相談：0120-262-701
10：00-17：00 週7日（祝日・年末年始除く）
メール相談：
info＠mail.sabekai-tsunagu.go.jp

お気軽にご相談ください！

２０－（１）



その他のご連絡：
sabetsu-kaisyo@nttdata-strategy.com
調査受託事業者：株式会社NTTデータ経営研究所
コールセンター運営事業者：株式会社AI サポート

●事業に関する問い合わせ
内閣府政策統括官（政策調整担当）付
障害者施策担当
住所：〒100-8914 東京都千代田区永田町1-6-1
中央合同庁舎8号館
電話：03-5253-2111
ファックス：03-3581-0902
ホームページ：https://www8.cao.go.jp/shougai/index.html

２０－（２）



障害を理由とする差別に関する
相談窓口

1自治体・各府省庁等の相談窓口
お住まいの地域や事業を営んでいる地域の自治体、
各府省庁等に直接、質問・相談が可能です。

調整・取次　�自治体からの相談も各府省庁と
調整し、取り次ぎします。

2「つなぐ窓口」（本事業）　New!

障害者差別解消法に関する質問に対する回答や相
談事案を適切な自治体・各府省庁等の相談窓口に
つなげる窓口が試行的に設置されます。

相談者

障害者 事業者

２０－（３）



❶自治体・各府省庁等の相談窓口
お住まいの地域、事業を営んでいる地域の自治体や各
府省庁等が相談窓口を設置しています。
自治体・各府省庁等の相談窓口では、障害を理由とす
る差別に関する相談や、事案終結に向けた関係機関と
の調整を行っています。
❷「つなぐ窓口」（本事業）
障害者差別解消法に関する質問に回答すること及び障
害を理由とする差別に関する相談を適切な自治体・各
府省庁等の相談窓口に円滑に繋げるための調整・取次
を行うことを目的に、令和 5 年 10 月から令和 7 年
3月まで、試行的に設置します。

こんな方におススメ！
◦どこの相談窓口に相談すれば良いか分からない。
◦過去に相談をした際に、相談先から別の相談先を紹
介されることが繰り返されて、結局相談できなかった。
◦平日は学校・仕事で今まで相談ができなかったが、
まずは話を聞いてみたい。
◦障害があるので、お店に配慮やお願いしたいことが
あるが、どうすれば良いか分からない。
◦障害をお持ちの方への合理的配慮の提供について、
何をすれば良いか分からない。等

２０－（４）



「つなぐ窓口」による相談対応の
基本的な流れ

「つなぐ窓口」で相談を受け付けた後、「つなぐ窓口」
で適切な自治体・各府省庁等の相談窓口と調整を行い、
事案の取次を行います。取次が済み次第、相談者へ取
次先の相談窓口の情報を連絡します。
相談者が、取次を受けた自治体・各府省庁等の相談窓
口に連絡を行うと、その後は自治体・各府省庁等の相
談窓口が取り次がれた相談内容を踏まえて、事実確認
や事案解決に向けた調整を行います。

本事業の「つなぐ窓口」と自治体・各府省庁等の相談
窓口は連携して、障害者に対する差別の解消に向け、
公正・中立な立場で、障害者・事業者双方の間に立ち、
両者の相互理解や建設的対話を促しながら、事案の解
決に努め、共生社会の実現を目指します。

２１－（１）



相談者

自治体・各府省庁等の相談窓口

相談受付

事実確認

事案解決に向けた調整

事案終結

〔障害者、事業者 等〕

調
整
・
取
次

相談者

「つなぐ窓口」（本事業）

相談受付

自治体・各府省庁等の相談窓口と調整・取次

取次先を相談者へ連絡

〔障害者、事業者 等〕

２１－（２）



障害者差別解消法について
法の考え方
障害者の活動を制限し、社会への参加を制約している
社会的障壁（バリア）を取り除くことが重要との考え
方の下、法は、障害者に対する「不当な差別的取扱い」
と「合理的配慮の不提供」を差別と規定し、行政機関
等及び事業者に対して、差別の解消に向けた具体的取
組を求めています。（詳細な内容は参考情報を参照）
※令和６年４月から事業者による障害者への合理的配
慮の提供が義務化されます。

障害者差別解消法の対象
【障害者】
障害者手帳をお持ちの方に限りません。社会的障壁に
より多くの制限を受けている全ての方が対象です。
【事業者】
商業その他の事業を行う企業や団体、店舗等であり、
同じサービスを反復継続しているものを表します。
営利／非営利、個人／法人は問いません。
※「事業者」に該当するもの（一例）
株式会社、社団法人、NPO、医療機関、教育機関、個
人のボランティア活動等
【分野】
教育、医療、福祉、公共交通等、全般的に対象となりま�
す。ただし、雇用、就業関係は対象外となります。

２１－（３）



本事業で取り扱う個人情報について
本事業では、障害を理由とする差別に関する相談を
適切な機関に取り次ぐために、相談者の氏名や性別、
お住いの地域、ご連絡先、障害の種別、差別と思わ
れる事案の概要等を伺います。伺った情報はご本人
の同意に基づき記録を行い、ご本人の同意の上で、
取次先の自治体や国に提供いたします。また、個人
が特定されないよう概略化した上で集計を行い、今
後の障害を理由とする差別の解消に向けた施策の立
案に活用いたします。個人が特定される情報が外部
に公開・共有されることはございません。
個人情報は、調査受託者であるNTTデータ経営研
究所の監督の下、コールセンターを運営する株式会
社AI サポートにて管理を行います。
NTTデータ経営研究所：プライバシーポリシー：
（https://www.nttdata-strategy.com/information/
policy/）

【参考情報】リーフレットは以下のQRコードからダウ
ンロード可能です。

障害者差別に関する相談窓口の試行事業
「つなぐ窓口」がスタートします！
令和６年４月１日から合理的配慮の提供が
義務化されます！

２１－（４）
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